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1.気候変動を巡る動き

国内外における異常気象

地球温暖化に伴い豪雨や猛暑日の発生頻度は増加すると予測。

日本を始め世界中で観測されている顕著な降水や高温の増加傾向は、
長期的な地球温暖化の傾向と関係しているという見解が示されている。

令和元年 台風15号
強い勢力で東京湾を進み、千葉県に上陸
千葉県千葉市 最大風速35.9メートル
最大瞬間風速57.5メートル
千葉県を中心に、大規模な停電（9/9時
点 約93万5千戸）および断水、通信障
害等が発生
神奈川県横浜市で、東京湾に面した護岸
が高波により崩壊。隣接する工業地帯に
海水が流入

令和元年 台風19号
大型で強い勢力で関東地域に上陸
東京都江戸川臨海ででは最大瞬間風速
43.8メートル
箱根町では、総雨量が1000ミリを超える
関東地域を中心に、堤防決壊140カ所、土
砂災害発生 869件（11/7時点）

令和元年台風19号
（ひまわり８号赤外画像、気象庁提供）

日本近海の海面水温が平
年よりも比較的高い地域
を台風が進み、台風中心
付近に水蒸気が多く取り
込まれた事が大量の降雨
をもたらした要因に挙げ
られている。

今後、気候変動により豪雨の頻度や強い台風の増
加の懸念。激甚化する災害に、今から備える必要

2019年の異常気象 日本を襲う大型台風

米国大陸 洪水
6月にミシシッピ渓谷及オハイオ
渓谷の一部と東海岸の大部分で平
均以上の降水量が観測され、未曾
有の大洪水が発生

北極海の氷の縮小
8月の海氷面積は、1981-2010年の平均を
30.1％下回る:
記録上8月の２番目に最小の海氷面積

ハリケーン「ドリアン」
最大風速295km/h。強い風と豪雨で米国の
バージン諸島とプエルトリコに影響を与え、
その後カテゴリー5のハリケーンに激化。9
月1日にバハマに上陸し、記録上のバハマに
影響を与える最も強いハリケーンとなった

ハリケーン「バリー」
最大風速120km/h。動きの遅
いバリーは、LAとARに鉄砲水
をもたらした。ARでは、熱帯
性低気圧からの総雨量につい
て史上最高記録を塗り替えた

欧州 熱波による気温上昇
仏は平均値より1.7℃高く、史上3
番目に高温だった。６月下旬と7月
下旬の二度にわたり、欧州を熱波
が襲い、死亡率が例年より9.1%上
昇し、関連死者は1435人に上った。
6/28にはガラルグルモンテュで観
測史上最高となる45.9℃を記録し、
7/25にはパリの最高気温が72年ぶ
りに42.6℃と塗り替えられた。西
では、数千haの山火事も発生

南極海の氷の縮小
6月の海氷面積は、1981-2010年の
平均を8.5％下回る:
記録上6月の最小の海氷面積

シベリアの高温
6月の平均気温が1981-2010年の平
均を約10℃上回る。北極圏では6月
初めから大規模な山火事が発生し、
6月だけで5000万tのCO2を排出

NOAAの再解析による2019年夏の平均気温と1981-2010年夏の平均気温との差（℃）

メキシコ 大量の雹
6/30に、グアダラハラでは、
高さ2mになる程度の大量の雹
が積もった
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海面上昇
【 現 状 】
・雪氷圏が広範に縮退し氷床・氷河が消失。氷の融解や永久凍土の温度
上昇が確認

・1902-2015年の世界平均海面水位は＋0.16 m、2006-2015年は＋
0.036m/年

・熱帯低気圧による大雨、強風で極端な海面水位現象が増加 等

【将来予測】

1.気候変動を巡る動き

IPCC 海洋・雪氷圏特別報告書（2019年9月25日公表）

※IPCC（気候変動に関する政府間パネル）：1988年に設立された政府間組織。気候変動に関する最新の科学的知見を各種報告書として
とりまとめ、政策の科学的基礎を提供する（報告書自体は政策中立なものであることを原則とする）

IPCCの最新の報告書では、気候変動が海や寒冷地をこれまでにない規模で脅かしていると
報告されている。

海洋・沿岸生態系
【 現 状 】
・海洋生物種の分布が極方向へ移動し海洋生態系に
影響、漁業にも影響

・人間活動、海面上昇、温暖化、極端な気候イベント
の複合影響により、沿岸湿地のほぼ50％が過去100
年間で喪失 等

【将来予測】
・2100年までに世界の沿岸湿地の20～90%が消失
・今世紀末までにRCP8.5で海洋生物の生物量は
15.0±5.9%減少し、漁業の潜在的最大収穫量は
20.5－24.1%減少 等

*AR5の予測より0.1ｍ増

グリーンラン
ド氷床の質

量損失

南極氷床の
質量損失

氷河の質量
損失

図SPM1：世界平均海面水位の上昇 過去・将来

2300年には4m近く
上昇の可能性あり

0.84m
0.43m

2100年 2300年

海洋の昇温、酸性化、貧酸素化など
【 現 状 】
・世界全体の海洋は、ほぼ確実に1970年より弱まること
なく昇温（気候システムにおける余剰熱の90%を超え
る熱を吸収）

・海洋がより多くのCO2を吸収することによって、海面
（表面海水）の酸性化が進行 等

【将来予測】
・極端なエルニーニョ現象及びラニーニャ現象も頻度増

等

【 現 状 】

【将来予測】

【 現 状 】

【将来予測】

【 現 状 】

【将来予測】

海面上昇予測（2300年に
は数メートルの上昇）
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1.気候変動を巡る動き

気候変動に係る主な国際枠組み

※気候変動対策はUNFCCC（国連気候変動枠組条約）事務局が担当

パリ協定実施
(2020-)

1980 2000

京都議定書
第１約束期間
(2008-2012)

リオサミット

気候変動
枠組条約
採択

(1992)

ＣＯＰ３

京都
議定書
採択

(1997)

京都
議定書
発効

(2005)

2020

ＣＯＰ１７

ダーバン

プラット
フォーム

(2011)

京都議定書
第２約束期間

(2013-2020(末まで))
※我が国は第２約束期間には参加せず、カンクン合意(2010)の

もとで2020年末までの削減目標・行動を
条約事務局に登録・実施

ＣＯＰ２１

パリ協定
採択

(2015)

2020年以降の全ての国
が参加する新たな枠組み
（パリ協定）の設定

先進国に対して、法的拘
束力ある数値目標の設定
（途上国は削減義務なし）

条約

発効
(1994)

2010 2015

パリ協定
発効

(2016)

COP２４
実施指針の策定
※一部議題を先送り

(2018)

IPCC設立
（1988）

温暖化に関
する研究が
増え、多くの
科学者が今
後の温暖化
を警鐘

1990

生物多様性
条約も同時
採択

（１９９０年代）
EU:-8％
米：-7％
日:-6％
米は批准せず

日本は目標達成
日本は数値目標なし
(理由）先進国だけ対策取っても減ら
ない
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1.気候変動を巡る動き

2020年以降の国際的な枠組み（パリ協定）

気候変動枠組条約に基づく第25回目の締約国会合（COP25）

開催国：チリ (サンティアゴ） → スペイン（マドリード）

開催日時：2019年12月2日(月)～13日(金)

主な議題：
パリ協定６条（市場メカニズム）に係る実施指針
野心の引き上げ、長期目標
NDCの共通タイムフレーム など

世界共通の長期目標として2℃目標の設定。1.5℃に抑える努力を追求することに言及。
主要排出国を含むすべての国が削減目標を5年ごとに提出・更新。
すべての国が共通かつ柔軟な方法で実施状況を報告し、レビューを受けること。
5年ごとに世界全体の実施状況を確認する仕組み（グローバル・ストックテイク）。

パリ協定に盛り込まれた主な要素

従来の二分論を超えて、「共通だが
差異ある責任」原則の適用を改善

すべての国に適用（Applicable to all） 包括的（Comprehensive）

長期にわたり永続的（Durable） 前進・向上（Progressive）

緩和（排出削減）、適応、資金、技術、能力
向上、透明性の各要素をバランスよく扱う

2025/2030年にとどまらず、より
長期を見据えた永続的な枠組み

各国の目標見直し、報告・レビュー、世界全
体の進捗点検のPDCAサイクルで向上

パリ協定の
特徴・意義
パリ協定の
特徴・意義
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1.気候変動を巡る動き

ESG金融の広がり

資金の流れが成長セクターとしての環境にシフト

30.7兆
米ドル

世界のESG市場の拡大

22.9兆
米ドル

日本（全体の７％）

2016年
0.5兆
米ドル

2.1兆
米ドル

日本のESG市場の拡大

２年で
4.2倍増

約176兆円増

２年で
1.3倍増

約858兆円増 2018年

日本（全体の２％）

ESG金融とは、環境（Environment), 社会（Social), 企業統治（Governance)という
非財務情報を考慮して行う投融資のこと。

パリ協定の採択による脱炭素化の潮流も相まって、世界全体でESG金融の動きが拡大。ま
た、2016年時点で世界全体の約２％にとどまっていた我が国のESG投資残高は、その後
２年で約４倍に増加、2018年には世界全体の約７％となっている。

６月に閣議決定された長期戦略にも、ESG金融を通じてイノベーションに国内外の資金を
集めるグリーンファイナンスの方向性が盛り込まれた。
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1.気候変動を巡る動き

民間企業における脱炭素経営の取組の広がり
パリ協定の採択により脱炭素化が世界の潮流となる中、ESG金融の拡大に伴い、脱炭素経
営をはじめとする“E（環境）”に取り組む企業が投融資において評価される時代に。
TCFDの考え方に基づく企業による気候変動に関する情報開示への要請や、SBT・

RE100といった国際的な環境イニシアティブが広がっている。

民間企業による、パリ協定の目標達成を目
指した削減シナリオと整合した目標の設定、
実行を求める国際的なイニシアティブ
2019年9月時点で認定済286社（日本
53社）まで拡大

気候関連財務情報開示を企業等へ促す
ことを目的とした民間主導のタスクフォース
2019年9月時点でTCFD提言への賛同
数は874主体（日本199主体）まで拡
大

企業が自らの事業の使用電力を
100％再エネで賄うことを目指す国際
的なイニシアティブ
2019年9月時点で参加企業は194
社(日本2５社)まで拡大

RE100に参加している国別企業数グラフ
（上位10カ国）

[出所] RE100ホームページ（http://there100.org/）より作
成。業種分類は事務局が日本標準産業分類等に当てはめ作成

TCFD賛同企業数
（上位10カ国）

[出所]Science Based Targetsホームページ Companies Take Action
（http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/）より作成。業種分
類は事務局が日本標準産業分類等に当てはめ作成

SBT国別認定企業数グラフ
（上位10カ国）

日本, 199

イギリス, 123

アメリカ, 118

オーストラリ

ア, 56

フランス, 38

カナダ, 36

オランダ, 31

スウェーデン, 
29

ドイツ, 19

スイス, 19

その他, 206

[出所]TCFDホームページ TCFD Supporters（https://www.fsb-
tcfd.org/tcfd-supporters/）より作成
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1.気候変動を巡る動き

気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）
各国の中央銀行総裁および財務大臣からなる金融安定理事会(FSB)の作業部会
投資家等に適切な投資判断を促すための、気候関連財務情報開示を企業等へ促す
ことを目的とした民間主導のタスクフォース

TCFD報告書
（2017年６月）

気候関連リスク 気候関連機会

財務上の影響の把握

経営戦略
リスクマネジメントへの反映

財務報告書等での開示

出所 金融庁 金融安定理事会による「気候関連財務情報開示タスクフォースによる最終報告書」に関する説明会 資料 気
候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）による報告書について 9ページから環境省作成
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1.気候変動を巡る動き

SBT（Science Based Targets）
SBTは、パリ協定の目標達成を目指した削減シナリオと整合した目標の設定、実行を求める国際的
なイニシアティブ。
企業単位の取組みを投資家や金融機関に見える化し、投資を促す目的。
スコープ3を含む、サプライチェーン全体での削減を目指す。

すでに認定を受けている日本企業の一覧（52社）

※2019年10月17日までに認定企業282社、コミット企業393社、合計675社まで拡大。
[出所]Science Based Targetsホームページ Companies Take Action（http://sciencebasedtargets.org/companies-taking-action/）より作成

日本のSBT認定・コミット企業数

1 5 15
39

52

3
6 14

40

34
30

3 7
19

55

73
82

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

100

2015.3 2016.3 2017.3 2018.3 2019.3 2019.10

認定 コミット

建設業：

食料品：

化学：
医薬品：

金属製品：
非鉄金属：

機械：
電気機器：

その他製品：
印刷：

海運業：
情報・通信業：

小売：
不動産業：
サービス業：

清水建設／住友林業／積水ハウス／大東建託／大成建設／
大和ハウス工業／戸田建設／前田建設工業／LIXILグループ
アサヒグループホールディングス／キリンホールディングス／
サントリー食品インターナショナル／サントリーホールディングス／
日本たばこ産業
花王／住友化学／積水化学工業／ユニ・チャーム
アステラス製薬／エーザイ／大塚製薬／小野薬品工業／第一三共
YKK AP
古河電気工業
コマツ／ナブテスコ／日立建機
アズビル／ウシオ電機／京セラ／コニカミノルタ／セイコーエプソン／ソニー／
日本電気／パナソニック／
富士通／富士フイルムホールディングス／ブラザー工業／ヤマハ／リコー
アシックス
大日本印刷／凸版印刷
川崎汽船／日本郵船
野村総合研究所
アスクル／イオン／丸井グループ
三菱地所
電通

※下線付の企業は環境省SBT策定個社別支援実施企業
（2017・2018年度）



12

1.気候変動を巡る動き

SBT認定企業からの要請
SBT認定を取得している日本企業の中でも、サプライヤーに排出量削減を求める企業が増加

[出所] Science Based TargetsのWebページ https://sciencebasedtargets.org/ をもとに環境省作成
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1.気候変動を巡る動き

サプライチェーン全体での脱炭素化
一企業のみならず、取引先も含めたサプライチェーン全体で脱炭素化への取組が加速化しており、
中小企業も脱炭素化に向けた取り組みが求められる。

サプライチェーン排出量
＝Scope1：燃料の燃焼、工業プロセス等、事業者自らによるGHGの直接排出
＋Scope2：他者から供給された電気・熱・蒸気の使用に伴う間接排出
＋Scope3：その他の間接排出（算定事業者の活動に関連する他社の排出）

自社のscope1、2は他社にとってのscope3。
取引先がサプライチェーン排出量の算定、削減に取り組むと、
取引先から自社の排出量の開示、削減が求められる。
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1.気候変動を巡る動き

RE100
RE100は、2014年に結成された企業が自らの事業の使用電力を
100％再エネで賄うことを目指す国際的なイニシアティブ。
2019年10月17日時点で、参加企業は世界で204社(日本25社)が参加。
RE100では、取組を進める上での中間目標として2020年度：30％、2030年度：60％、2040
年度：90％が推奨され、最終的に2050年度までに100％達成を目指す。

リコー、積水ハウス、アスクル、大和ハウス工業、ワタミ、
イオン、城南信用金庫、丸井グループ、富士通グループ、
エンビプロ・ホールディングス、ソニー、芙蓉総合リース、
コープさっぽろ、戸田建設、コニカミノルタ、大東建託、
野村総合研究所、東急不動産、富士フィルム、
アセットマネジメントOne、第一生命、パナソニック、
旭化成ホームズ、髙島屋、フジクラ

（出所）RE100ホームページ（http://there100.org/）、各社ニュースリリース等を基に環境省作成

※2019年10月17日までに世界で204社（日本25社）まで拡大。

RE100加盟の日本企業の一覧（25社）

RE100 参加企業数推移
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1.気候変動を巡る動き

RE100企業からの要請
RE100加盟企業の中には、自社の再エネ比率100%を達成したのち、サプライヤーに再エネ利用を
求める企業もでてきている。

(出所） アップル社ウェブサイトhttps://www.apple.com/jp/newsroom/2018/04/apple-now-globally-powered-by-100-percent-renewable-energy/

https://www.apple.com/jp/environment/pdf/Apple_Supplier_Clean_Energy_Program_Update_April_2019.pdf

イビデンエンジニアンリングウェブサイトhttps://ibidenengineer-recruit.com/message/

太陽ホールディングス株式会社ウェブサイトhttps://www.taiyo-hd.co.jp/jp/news/2018/p3597/

・Apple（米）
AppleのCO2排出量の74％を占める製造工程の再エネ転換に向けて、2015年から
サプライヤー・クリーンエネルギープログラムを開始。
日本企業｟イビデン社(岐阜県)、太陽インキ製造社(埼玉県)｠を含むサプライヤー
各社がプログラムに参加し、2020年までにサプライチェーンで4GWのクリーンエネルギーを
調達することを確約している。
⇒Apple製品製造時の約1/3の消費電力に相当。

Apple新本社の屋上太陽光
(カリフォルニア クパティーノ)

イビデン社 水上メガソーラー 太陽インキ製造社 水上メガソーラー



２. 地域における脱炭素
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2.地域における脱炭素

持続可能な社会に向けたパラダイムシフト
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2.地域における脱炭素

第五次環境基本計画
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2.地域における脱炭素

地域循環共生圏について
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2.地域における脱炭素

地域の再生可能エネルギーの活用等による地域経済への効果


